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(57)【要約】
【課題】外力により接着剤層や金属層が剥離し、放熱性
や信頼性が低下するのを抑制することができる電子デバ
イスパッケージ、電子デバイスパッケージの製造方法、
および電子デバイスパッケージ用テープを提供する。
【解決手段】本発明の電子デバイスパッケージは、基板
と、第１面が前記基板と対向するように前記基板に接続
された電子デバイスと、前記第１面とは反対側の前記電
子デバイスの第２面に設けられた接着剤層と、前記接着
剤層を介して前記電子デバイスの前記第２面に接着され
た金属層とを有し、前記金属層の平面の大きさ≦前記接
着剤層の平面の大きさ＜前記電子デバイスの第２面の平
面の大きさであることを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、
　第１面が前記基板と対向するように前記基板に接続された電子デバイスと、
　前記第１面とは反対側の前記電子デバイスの第２面に設けられた接着剤層と、
　前記接着剤層を介して前記電子デバイスの前記第２面に接着された金属層とを有し、
　前記金属層の平面の大きさ≦前記接着剤層の平面の大きさ＜前記電子デバイスの第２面
の平面の大きさであることを特徴とする電子デバイスパッケージ。
【請求項２】
　前記金属層が銅またはアルミニウムを含むことを特徴とする請求項１に記載の電子デバ
イスパッケージ。
【請求項３】
　第１面が前記基板と対向するように前記基板に電子デバイスを接続する工程と、
　前記第１面とは反対側の前記電子デバイスの第２面に、接着剤層を介して金属層を接着
する工程とを有し、
　前記金属層の平面の大きさ≦前記接着剤層の平面の大きさ＜前記電子デバイスの第２面
の平面の大きさであることを特徴とする電子デバイスパッケージの製造方法。
【請求項４】
　前記金属層が銅またはアルミニウムを含むことを特徴とする請求項３に記載の電子デバ
イスパッケージの製造方法。
【請求項５】
　基材フィルムと粘着剤層とを有する粘着テープと、
　前記粘着剤層の前記基材フィルムと反対側に積層して設けられた接着剤層と金属層との
積層体とを有し、前記金属層は、第１面が基板と対向するように前記基板に接続された電
子デバイスの、前記第１面とは反対側の第２面に、前記接着剤層を介して接着される電子
デバイスパッケージ用テープであって、
　前記金属層の平面の大きさ≦前記接着剤層の平面の大きさ＜前記電子デバイスの第２面
の平面の大きさとなるように、前記接着剤層および前記金属層が予め切断され個片化され
ていることを特徴とする電子デバイスパッケージ用テープ。
【請求項６】
　前記金属層が銅またはアルミニウムを含むことを特徴とする請求項５に記載の電子デバ
イスパッケージ用テープ。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子デバイスパッケージ、電子デバイスパッケージの製造方法、および電子
デバイスパッケージ用テープに関し、特に、電子デバイスの裏面に金属層を有する電子デ
バイスパッケージ、該電子デバイスパッケージの製造方法、および該電子デバイスパッケ
ージに用いる電子デバイスパッケージ用テープに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、携帯電話やノートＰＣなどの電子機器は、更なる薄型化・小型化が求められてい
る。そこで、電子機器に搭載する半導体パッケージ等の電子デバイスパッケージを薄型化
・小型化するために、電子デバイスや回路基板の電極数を増加させ、さらにピッチも狭く
させている。このような電子デバイスパッケージには、例えば、フリップチップ（ＦＣ；
Flip Chip）実装パッケージがある。
【０００３】
　フリップチップ実装パッケージにおいては、上述のように、電極の数が増加したり狭ピ
ッチ化したりしているため、発熱量の増加が問題となっている。そこで、フリップチップ
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実装パッケージの放熱構造として、電子デバイスの裏面に接着剤層を介して金属層を設け
ることが提案されている（例えば、特許文献１参照）。そして、特許文献１では、電子デ
バイスの平面の大きさと金属層および接着剤層の平面の大きさとが同じ電子デバイスパッ
ケージが開示されている。
【０００４】
　また、フリップチップ実装パッケージにおいては、電子デバイスの線膨張率と回路基板
の線膨張率とが大きく異なる場合がある。この場合、電子デバイスパッケージの製造過程
において、中間製品が加熱及び冷却された際に、電子デバイスと回路基板との間には膨張
量及び収縮量に差が生じることになる。この差によって、電子デバイスパッケージには反
りが発生することになる。このような反りを抑制する構造としても、電子デバイスの裏面
に接着剤層を介して金属層を設けることが提案されている（例えば、特許文献２参照）。
引用文献２においては、電子デバイスの平面の大きさよりも接着剤層の平面の大きさが大
きい電子デバイスパッケージが開示されている。
【０００５】
　さらに、フリップチップ実装パッケージにおいて、電子デバイスの裏面に接着剤層を介
して金属層を設け、この金属層をレーザーマーキング用の保護層として用いることも提案
されている（例えば、特許文献３参照）。特許文献３では、電子デバイスの平面の大きさ
と金属層および接着剤層の平面の大きさとが同じ電子デバイスパッケージが開示されてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００７－２３５０２２号公報
【特許文献２】特許第５４８７８４７号公報
【特許文献３】特許第５４１９２２６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、引用文献２のように電子デバイスの平面の大きさよりも接着剤層の平面
の大きさが大きいと、接着剤層が電子デバイスの外縁から突出している部分に外力が加わ
った場合に、接着剤層が剥離してしまい、放熱性や信頼性が低下してしまう。例えば、電
子デバイスパッケージを封止する際に、接着剤層が電子デバイスの外縁から突出している
部分の下面側に入り込んだ封止用の樹脂の圧力により、電子デバイスの外縁部から接着剤
層が剥離してしまい、放熱性や信頼性が低下するという問題があった。
【０００８】
　また、特許文献１，３のように電子デバイスの平面の大きさと金属層および接着剤層の
平面の大きさとが同じである場合、接着剤層を介して金属層を電子デバイスに貼合する際
の位置合わせ誤差により、接着剤層が電子デバイスの外縁から突出している部分が発生し
てしまう。そうすると、上述の場合と同様に、外力により接着剤層が剥離し、放熱性や信
頼性が低下するという問題があった。
【０００９】
　そこで、本願発明は、外力により接着剤層や金属層が剥離し、放熱性や信頼性が低下す
るのを抑制することができる電子デバイスパッケージ、電子デバイスパッケージの製造方
法、および電子デバイスパッケージ用テープを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　以上の課題を解決するため、本発明に係る電子デバイスパッケージは、基板と、第１面
が前記基板と対向するように前記基板に接続された電子デバイスと、前記第１面とは反対
側の前記電子デバイスの第２面に設けられた接着剤層と、前記接着剤層を介して前記電子
デバイスの前記第２面に接着された金属層とを有し、前記金属層の平面の大きさ≦前記接
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着剤層の平面の大きさ＜前記電子デバイスの第２面の平面の大きさであることを特徴とす
る。
【００１１】
　上記電子デバイスパッケージは、前記金属層が銅またはアルミニウムを含むことが好ま
しい。
【００１２】
　また、以上の課題を解決するため、本発明に係る電子デバイスパッケージの製造方法は
、第１面が前記基板と対向するように前記基板に電子デバイスを接続する工程と、前記第
１面とは反対側の前記電子デバイスの第２面に、接着剤層を介して金属層を接着する工程
とを有し、前記金属層の平面の大きさ≦前記接着剤層の平面の大きさ＜前記電子デバイス
の第２面の平面の大きさであることを特徴とする。
【００１３】
　上記電子デバイスパッケージの製造方法は、前記金属層が銅またはアルミニウムを含む
ことが好ましい。
【００１４】
　また、以上の課題を解決するため、上記電子デバイスパッケージ用テープは、基材フィ
ルムと粘着剤層とを有する粘着テープと、前記粘着剤層の前記基材フィルムと反対側に積
層して設けられた接着剤層と金属層との積層体とを有し、前記金属層は、第１面が基板と
対向するように前記基板に接続された電子デバイスの、前記第１面とは反対側の第２面に
、前記接着剤層を介して接着される電子デバイスパッケージ用テープであって、前記金属
層の平面の大きさ≦前記接着剤層の平面の大きさ＜前記電子デバイスの第２面の平面の大
きさとなるように、前記接着剤層および前記金属層が予め切断され個片化されていること
を特徴とする。
【００１５】
　また、上記電子デバイスパッケージ用テープは、前記金属層が銅またはアルミニウムを
含むことが好ましい。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、外力により接着剤層や金属層が剥離し、放熱性や信頼性が低下するの
を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施形態に係る電子デバイスパッケージの構造を模式的に示す断面図で
ある。
【図２】本発明の実施形態に係る電子デバイスパッケージ用テープの構造を模式的に示す
断面図である。
【図３】（ａ）は、本発明の実施形態に係る電子デバイスパッケージ用テープの構造を模
式的に示す平面図であり、（ｂ）は、同断面図である。
【図４】本発明の実施形態に係る電子デバイスパッケージ用テープの構造を模式的に示す
斜視図である。
【図５】本発明の実施形態に係る電子デバイスパッケージ用テープの製造方法を模式的に
示す説明図であり、（Ａ）は金属層の貼合工程を示す長手方向断面図であり、（Ｂ）は接
着剤層の貼合工程を示す長手方向断面図であり、（Ｃ）はプリカット工程を示す短手方向
断面図であり、（Ｄ）は不要部分の除去工程を示す斜視図である。
【図６】本発明の実施形態に係る電子デバイスパッケージ用テープの製造方法を模式的に
示す説明図であり、（Ａ）は粘着テープの貼合工程を示す短手方向断面図であり、（Ｂ）
はプリカット工程を示す短手方向断面図であり、（Ｃ）は不要部分の除去工程を示す短手
方向断面図である。
【図７】本発明の実施形態に係る電子デバイスパッケージの製造方法を模式的に説明する
断面図である。
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【図８】本発明の実施形態に係る電子デバイスパッケージの製造方法を模式的に説明する
断面図である。
【図９】本発明の他の実施形態に係る電子デバイスパッケージの構造を模式的に示す断面
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に、本発明の実施の形態について詳細に説明する。
【００１９】
　図１は、本発明の実施形態に係る電子デバイスパッケージ８の構造を模式的に示す断面
図である。なお、本実施形態においては、電子デバイスパッケージ８として、被着体上に
フリップチップ接続された半導体チップＣを例にして説明する。
【００２０】
　この電子デバイスパッケージ８は、基板９を有しており、基板９には、第１面Ｃ１（回
路が形成された回路面）が基板９と対向するように半導体チップＣが、フリップチップボ
ンディング方式（フリップチップ実装方式）により、半導体チップＣのバンプ１０と接続
パッドに被着された接合用の導電材１１（半田など）とを電気的に導通させることで、接
続されている。
【００２１】
　半導体チップＣの第１面Ｃ１とは反対側の第２面（裏面）には、接着剤層４が設けられ
ており、この接着剤層４を介して金属層３が接着されている。半導体チップＣの第２面Ｃ
２、接着剤層４、金属層３の平面の大きさは、金属層３＝接着剤層４＜半導体チップＣの
第２面Ｃ２となっている。
【００２２】
　接着剤層４の平面の大きさ＜半導体チップＣの第２面Ｃ２の平面の大きさとすることに
より、接着剤層４が半導体チップＣの外縁から平面方向に突出する部分がないようになっ
ている。したがって、接着剤層４に外力が加わり半導体チップＣの外縁部から接着剤層４
が剥離してしまうのを抑制することができる。また、金属層３の平面の大きさ＝接着剤層
４の平面の大きさとなっているため、金属層３が接着剤層４の外縁から平面方向に突出す
る部分もないようになっている。したがって金属層３に外力が加わり接着剤層４の外縁部
から金属層３が剥離してしまうのを抑制することができる。
【００２３】
　接着剤層４の平面形状は、半導体チップＣの平面形状と略相似形であることが好ましい
が、相似形でなくてもよい。相似形でない場合、接着剤層４の平面形状を構成する辺の長
さが、半導体チップＣに貼合される向きにおいて対応する半導体チップＣの平面形状を構
成する辺の長さ以下である。接着剤層４の平面の面積が半導体チップＣの平面の面積より
小さければ、接着剤層４の平面形状を構成する辺の長さと半導体チップＣに貼合される向
きにおいて対応する半導体チップＣの平面形状を構成する辺の長さが同じ辺があっても良
いが、半導体チップＣ上に接着剤層４を搭載する際の位置合わせに高い精度が求められる
ため搭載性の観点からは、接着剤層４の平面形状を構成する辺の長さが、半導体チップＣ
に貼合される向きにおいて対応する半導体チップＣの平面形状を構成する辺の長さより小
さいことが好ましい。接着剤層４の平面の面積は、半導体チップＣの平面の面積の８０％
以上１００％未満であることが好ましく、より好ましくは９０％以上９６％以下である。
接着剤層４の平面の面積が、半導体チップＣの平面の面積の８０％以上であれば、放熱性
や電子デバイスパッケージの反り抑制の効果が得られる。また、半導体チップＣ上に搭載
する精度や製造上のバラつきを考慮すると、半導体チップＣからはみ出しなく接着剤層４
と金属層３を搭載することができるようにするには、接着剤層４の平面の面積が半導体チ
ップＣの平面の面積の９６％以下であることが好ましい。
【００２４】
　なお、本実施形態においては、金属層３の平面の大きさ＝接着剤層４の平面の大きさと
したが、図９に示すように、金属層３の平面の大きさ＜接着剤層４の平面の大きさとして
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もよい。この場合、金属層３の平面形状は、接着剤層４の平面形状と略相似形であること
が好ましいが、相似形でなくてもよい。相似形でない場合、金属層３の平面形状を構成す
る辺の長さが、接着剤層４に貼合される向きにおいて対応する接着剤層４の平面形状を構
成する辺の長さ以下である。金属層３の平面の面積は、半導体チップＣの平面の面積の８
０％以上１００％未満であることが好ましく、より好ましくは９０％以上９５％以下であ
る。金属層３の平面の面積が、半導体チップＣの平面の面積の８０％以上であれば、放熱
性や電子デバイスパッケージの反り抑制の効果が得られる。
【００２５】
　被着体としては、リードフレームや回路基板（配線回路基板など）等の各種基板９を用
いることができる。このような基板９の材質としては、特に限定されるものではないが、
セラミック基板や、プラスチック基板が挙げられる。プラスチック基板としては、例えば
、エポキシ基板、ビスマレイミドトリアジン基板、ポリイミド基板等が挙げられる。また
、他の半導体チップを被着体とし、上記半導体チップＣをフリップチップ接続することに
より、チップオンチップ構造とすることもできる。
【００２６】
　図２は、本発明の実施形態に係る電子デバイスパッケージ用テープ１を示す断面図であ
る。この電子デバイスパッケージ用テープ１は、上述の電子デバイスパッケージ８を製造
するのに用いることができる。電子デバイスパッケージ用テープ１は、基材フィルム５１
と基材フィルム５１上に設けられた粘着剤層５２とからなる粘着テープ５を有しており、
粘着剤層５２上には、接着剤層４と金属層３との積層体が設けられている。本実施の形態
においては、粘着剤層５２上には、接着剤層４と、接着剤層４に積層して設けられた金属
層３とが設けられている。接着剤層４と金属層３との積層体は、両者の密着性をよくする
ためのプライマ層等を介して間接的に積層されている態様を含む。
【００２７】
　本発明の電子デバイスパッケージ用テープ１は、図３および図４に示すように、粘着テ
ープ５がリングフレームＲ（図８参照）に対応する形状に切断されており、金属層３およ
び接着剤層４もこれに対応して所定形状に切断（プリカット加工）されていることが好ま
しく、本実施の形態においてはプリカット加工がなされている。
【００２８】
　本発明の電子デバイスパッケージ用テープ１は、図３および図４に示すように、金属層
３、接着剤層４、リングフレームＲに対応する形状に切断された粘着テープ５（ラベル部
５ａ）が積層された積層体が複数形成された長尺の基材テープ２を、ロール状に巻き取っ
た形態であることが好ましく、本実施の形態においてはロール状に巻き取られているが、
基材テープ２に設けられた積層体が１つずつ切断された形態であってもよい。
【００２９】
　プリカット加工されロール状に巻き取られている場合、図３および図４に示すように、
電子デバイスパッケージ用テープ１は、基材テープ２を有しており、基材テープ２上には
、所定の平面形状を有する金属層３と、金属層３の基材テープ２側とは反対側に金属層３
と積層して設けられ、所定の平面形状を有する接着剤層４と、接着剤層４を覆い、且つ、
接着剤層４の周囲で基材テープ２に接触するように設けられた所定の平面形状のラベル部
５ａと該ラベル部５ａの外側を囲むような周辺部５ｂとを有する粘着テープ５と、が設け
られている。
【００３０】
　ラベル部５ａは、ダイシング用のリングフレームＲに対応する形状を有する。ダイシン
グ用のリングフレームＲの形状に対応する形状は、リングフレームＲの内側と略同じ形状
でリングフレームＲ内側の大きさより大きい相似形であることが好ましい。また、必ずし
も円形でなくてもよいが、円形に近い形状が好ましく、円形であることがさらに好ましい
。周辺部５ｂは、ラベル部５ａの外側を完全に囲む形態と、図示のような完全には囲まな
い形態とを含む。なお、周辺部５ｂは、設けられていなくてもよい。　
【００３１】
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　さらに、金属層３および接着剤層４は、金属層３の平面の大きさ＝接着剤層４の平面の
大きさ＜金属層３および接着剤層４の貼合が予定されている電子デバイスの第２面の平面
の大きさとなるように、予め切断され個片化されている。本実施形態においては、金属層
３の平面の大きさ＝接着剤層４の平面の大きさとしたが、金属層３の平面の大きさ＜接着
剤層４の平面の大きさとしてもよい。金属層３の平面の大きさ、接着剤層４の平面の大き
さ、および電子デバイスの第２面の平面の大きさについては、上述の電子デバイスパッケ
ージに係る実施形態において説明したとおりである。
【００３２】
　接着剤層４は、個片が集合した全体形状が所定のラベル形状を有しており、このラベル
形状の外縁は、粘着テープ５のラベル部５ａの周縁部にリングフレームＲを貼合し、ピッ
クアップ装置の突き上げ部材で突き上げ可能なように（図８参照）ラベル部５ａよりも小
さい形状となっている。接着剤層４のラベル形状は、ラベル部５ａと略同じ形状でラベル
部５ａの大きさより小さい相似形であることが好ましい。接着剤層４のラベル形状は、必
ずしも円形でなくてもよいが、円形に近い形状が好ましく、円形であることがさらに好ま
しい。
【００３３】
　金属層３は、個片が集合した全体形状が接着剤層４とは同様の形状となっており、金属
層３に接着剤層４が積層されている。ここでいう積層は、主要部分が積層されていればよ
く、金属層３と接着剤層４とが必ずしも同じ大きさである必要はないが、製造の利便性か
ら、略同じ形状であることが好ましい。以下に、各構成要素について説明する。
【００３４】
＜基材テープ２＞
　基材テープ２は、公知のセパレータで構成することもできるが、電子デバイスパッケー
ジ用テープのプリカット加工に使用する基材テープをそのまま使用することもできる。電
子デバイスパッケージ用テープのプリカット加工に使用する基材テープをそのまま使用す
る場合、基材テープ２はプリカット加工時に金属層３を粘着保持する必要があるため、例
えば、樹脂フィルムと樹脂フィルムの片面に設けられた基材テープ用粘着剤層とを有する
テープを好適に使用することができる。
【００３５】
　基材テープ２を構成する樹脂フィルムの素材には、公知の材料を用いることができるが
、例示するのであれば、ポリエステル（ＰＥＴ、ＰＢＴ、ＰＥＮ、ＰＢＮ、ＰＴＴ）系、
ポリオレフィン（ＰＰ、ＰＥ）系、共重合体（ＥＶＡ、ＥＥＡ、ＥＢＡ）系、またこれら
の材料を一部置換して、更に接着性や機械的強度を向上したフィルムが挙げられる。また
、これらのフィルムの積層体であってもよい。耐熱性、平滑性、及び、入手し易さの点か
ら、ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレン、及び高密度ポリエチレンから選択さ
れることが好ましい。
【００３６】
　基材テープ２を構成する樹脂フィルムの厚さは、特に限定されるものではなく、適宜に
設定してよいが、１０～１５０μｍであることが好ましい。
【００３７】
　基材テープ用粘着剤層に使用される樹脂としては、粘着剤に使用される公知の塩素化ポ
リプロピレン樹脂、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂
等を使用することができるが、アクリル系ポリマーをベースポリマーとするアクリル系粘
着剤が好ましい。
【００３８】
　アクリル系ポリマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸アルキルエステル（例えば
、メチルエステル、エチルエステル、プロピルエステル、イソプロピルエステル、ブチル
エステル、イソブチルエステル、ｓ－ブチルエステル、ｔ－ブチルエステル、ペンチルエ
ステル、イソペンチルエステル、ヘキシルエステル、ヘプチルエステル、オクチルエステ
ル、２－エチルヘキシルエステル、イソオクチルエステル、ノニルエステル、デシルエス
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テル、イソデシルエステル、ウンデシルエステル、ドデシルエステル、トリデシルエステ
ル、テトラデシルエステル、ヘキサデシルエステル、オクタデシルエステル、エイコシル
エステル等のアルキル基の炭素数１～３０、特に炭素数４～１８の直鎖状又は分岐鎖状の
アルキルエステル等）及び（メタ）アクリル酸シクロアルキルエステル（例えば、シクロ
ペンチルエステル、シクロヘキシルエステル等）の１種又は２種以上を単量体成分として
用いたアクリル系ポリマー等が挙げられる。尚、（メタ）アクリル酸エステルとはアクリ
ル酸エステル及び／又はメタクリル酸エステルをいい、本発明の（メタ）とは全て同様の
意味である。
【００３９】
　アクリル系ポリマーは、凝集力、耐熱性等の改質を目的として、必要に応じ、前記（メ
タ）アクリル酸アルキルエステル又はシクロアルキルエステルと共重合可能な他のモノマ
ー成分に対応する単位を含んでいてもよい。この様なモノマー成分として、例えば、アク
リル酸、メタクリル酸、カルボキシエチル（メタ）アクリレート、カルボキシペンチル（
メタ）アクリレート、イタコン酸、マレイン酸、フマル酸、クロトン酸等のカルボキシル
基含有モノマー；無水マレイン酸、無水イタコン酸等の酸無水物モノマー；（メタ）アク
リル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）ア
クリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸６－ヒドロキシヘキシル、（メタ）
アクリル酸８－ヒドロキシオクチル、（メタ）アクリル酸１０－ヒドロキシデシル、（メ
タ）アクリル酸１２－ヒドロキシラウリル、（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル）メ
チル（メタ）アクリレート等のヒドロキシル基含有モノマー；スチレンスルホン酸、アリ
ルスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）
アクリルアミドプロパンスルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレート、（メタ）ア
クリロイルオキシナフタレンスルホン酸等のスルホン酸基含有モノマー；２－ヒドロキシ
エチルアクリロイルホスフェート等のリン酸基含有モノマー；アクリルアミド、アクリロ
ニトリル等が挙げられる。これら共重合可能なモノマー成分は、１種又は２種以上使用で
きる。これら共重合可能なモノマーの使用量は、全モノマー成分の４０重量％以下が好ま
しい。
【００４０】
　更に、アクリル系ポリマーは、架橋されるため、多官能性モノマー等も必要に応じて共
重合用モノマー成分として含むことができる。この様な多官能性モノマーとして、例えば
、ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、（ポリ）プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリ
コールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、トリメ
チロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリ
レート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリ
レート、ポリエステル（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アクリレート等が挙げら
れる。これらの多官能性モノマーも１種又は２種以上用いることができる。多官能性モノ
マーの使用量は、粘着特性等の点から、全モノマー成分の３０重量％以下が好ましい。
【００４１】
　アクリル系ポリマーの調製は、例えば１種又は２種以上の成分モノマーの混合物に溶液
重合方式や乳化重合方式、塊状重合方式や懸濁重合方式等の適宜な方式を適用して行うこ
とができる。基材テープ用粘着剤層は、ウエハの汚染防止等の点より低分子量物質の含有
を抑制した組成が好ましく、かかる点より重量平均分子量が３０万以上、特に４０万～３
００万のアクリル系ポリマーを主成分とするものが好ましいことから粘着剤は、内部架橋
方式や外部架橋方式等による適宜な架橋タイプとすることもできる。
【００４２】
　また、基材テープ用粘着剤層の架橋密度を制御して粘着テープ５との剥離性を向上させ
るため、例えば多官能イソシアネート系化合物、多官能エポキシ系化合物、メラミン系化
合物、金属塩系化合物、金属キレート系化合物、アミノ樹脂系化合物、又は過酸化物等の
適宜な外部架橋剤を用いて架橋処理する方式や、炭素－炭素二重結合を２個以上有する低
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分子化合物を混合してエネルギー線の照射等により架橋処理する方式等の適亘な方式を採
用することができる。外部架橋剤を使用する場合、その使用量は、架橋すべきベースポリ
マーとのバランスにより、更には、粘着剤としての使用用途によって適宜決定される。一
般的には、前記ベースポリマー１００重量部に対して、２０重量部程度以下、更には０．
１重量部～２０重量部配合するのが好ましい。
【００４３】
　基材テープ用粘着剤層の厚みは、特に制限されず適宜に決定できるが、一般的には５～
２００μｍ程度である。また、基材テープ用粘着剤層は単層で構成されても複数層で構成
されていてもよい。
【００４４】
＜粘着テープ５＞
　粘着テープ５としては、特に制限はなく、従来の粘着テープを使用することができる。
粘着テープ５として、例えば、基材フィルム５１に粘着剤層５２を設けたものを好適に使
用できる。
【００４５】
　基材フィルム５１としては、従来公知のものであれば特に制限することなく使用するこ
とができるが、後述の粘着剤層５２として放射線硬化性の材料を使用する場合には、放射
線透過性を有するものを使用することが好ましい。
【００４６】
　例えば、その材料として、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン－プロピレン共重
合体、ポリブテン－１、ポリ－４－メチルペンテン－１、エチレン－酢酸ビニル共重合体
、エチレン－アクリル酸エチル共重合体、エチレン－アクリル酸メチル共重合体、エチレ
ン－アクリル酸共重合体、アイオノマーなどのα－オレフィンの単独重合体または共重合
体あるいはこれらの混合物、ポリウレタン、スチレン－エチレン－ブテンもしくはペンテ
ン系共重合体、ポリアミド－ポリオール共重合体等の熱可塑性エラストマー、及びこれら
の混合物を列挙することができる。また、基材フィルムはこれらの群から選ばれる２種以
上の材料が混合されたものでもよく、これらが単層又は複層化されたものでもよい。
【００４７】
　基材フィルム５１の厚さは、特に限定されるものではなく、適宜に設定してよいが、５
０～２００μｍであることが好ましい。
【００４８】
　基材フィルム５１と粘着剤層５２との密着性を向上させるために、基材フィルム５１の
表面に、クロム酸処理、オゾン暴露、火炎暴露、高圧電撃暴露、イオン化放射線処理等の
化学的又は物理的表面処理を施してもよい。
【００４９】
　また、本実施の形態においては、基材フィルム５１の上に直接的に粘着剤層５２を設け
たが、密着性をあげるためのプライマ層や、ダイシング時の切削性向上ためのアンカー層
、応力緩和層、静電防止層等を介して間接的に設けてもよい。
【００５０】
　粘着テープ５の粘着剤層５２に使用される樹脂としては、特に限定されるものではなく
、粘着剤に使用される公知の塩素化ポリプロピレン樹脂、アクリル樹脂、ポリエステル樹
脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂等を使用することができるが、アクリル系ポリマー
をベースポリマーとするアクリル系粘着剤が好ましい。
【００５１】
　アクリル系ポリマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸アルキルエステル（例えば
、メチルエステル、エチルエステル、プロピルエステル、イソプロピルエステル、ブチル
エステル、イソブチルエステル、ｓ－ブチルエステル、ｔ－ブチルエステル、ペンチルエ
ステル、イソペンチルエステル、ヘキシルエステル、ヘプチルエステル、オクチルエステ
ル、２－エチルヘキシルエステル、イソオクチルエステル、ノニルエステル、デシルエス
テル、イソデシルエステル、ウンデシルエステル、ドデシルエステル、トリデシルエステ
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ル、テトラデシルエステル、ヘキサデシルエステル、オクタデシルエステル、エイコシル
エステル等のアルキル基の炭素数１～３０、特に炭素数４～１８の直鎖状又は分岐鎖状の
アルキルエステル等）及び（メタ）アクリル酸シクロアルキルエステル（例えば、シクロ
ペンチルエステル、シクロヘキシルエステル等）の１種又は２種以上を単量体成分として
用いたアクリル系ポリマー等が挙げられる。尚、（メタ）アクリル酸エステルとはアクリ
ル酸エステル及び／又はメタクリル酸エステルをいい、本発明の（メタ）とは全て同様の
意味である。
【００５２】
　アクリル系ポリマーは、凝集力、耐熱性等の改質を目的として、必要に応じ、前記（メ
タ）アクリル酸アルキルエステル又はシクロアルキルエステルと共重合可能な他のモノマ
ー成分に対応する単位を含んでいてもよい。この様なモノマー成分として、例えば、アク
リル酸、メタクリル酸、カルボキシエチル（メタ）アクリレート、カルボキシペンチル（
メタ）アクリレート、イタコン酸、マレイン酸、フマル酸、クロトン酸等のカルボキシル
基含有モノマー；無水マレイン酸、無水イタコン酸等の酸無水物モノマー；（メタ）アク
リル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）ア
クリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸６－ヒドロキシヘキシル、（メタ）
アクリル酸８－ヒドロキシオクチル、（メタ）アクリル酸１０－ヒドロキシデシル、（メ
タ）アクリル酸１２－ヒドロキシラウリル、（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル）メ
チル（メタ）アクリレート等のヒドロキシル基含有モノマー；スチレンスルホン酸、アリ
ルスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）
アクリルアミドプロパンスルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレート、（メタ）ア
クリロイルオキシナフタレンスルホン酸等のスルホン酸基含有モノマー；２－ヒドロキシ
エチルアクリロイルホスフェート等のリン酸基含有モノマー；アクリルアミド、アクリロ
ニトリル等が挙げられる。これら共重合可能なモノマー成分は、１種又は２種以上使用で
きる。これら共重合可能なモノマーの使用量は、全モノマー成分の４０重量％以下が好ま
しい。
【００５３】
　更に、アクリル系ポリマーは、架橋されるため、多官能性モノマー等も必要に応じて共
重合用モノマー成分として含むことができる。この様な多官能性モノマーとして、例えば
、ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、（ポリ）プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリ
コールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、トリメ
チロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリ
レート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリ
レート、ポリエステル（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アクリレート等が挙げら
れる。これらの多官能性モノマーも１種又は２種以上用いることができる。多官能性モノ
マーの使用量は、粘着特性等の点から、全モノマー成分の３０重量％以下が好ましい。
【００５４】
　アクリル系ポリマーの調製は、例えば１種又は２種以上の成分モノマーの混合物に溶液
重合方式や乳化重合方式、塊状重合方式や懸濁重合方式等の適宜な方式を適用して行うこ
とができる。粘着剤層５２は、低分子量物質の含有を抑制した組成が好ましく、かかる点
より重量平均分子量が３０万以上、特に４０万～３００万のアクリル系ポリマーを主成分
とするものが好ましいことから粘着剤は、内部架橋方式や外部架橋方式等による適宜な架
橋タイプとすることもできる。
【００５５】
　また、粘着剤層５２の架橋密度を制御してピックアップ性を向上させるため、例えば多
官能イソシアネート系化合物、多官能エポキシ系化合物、メラミン系化合物、金属塩系化
合物、金属キレート系化合物、アミノ樹脂系化合物、又は過酸化物等の適宜な外部架橋剤
を用いて架橋処理する方式や、炭素－炭素二重結合を２個以上有する低分子化合物を混合
してエネルギー線の照射等により架橋処理する方式等の適亘な方式を採用することができ
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る。外部架橋剤を使用する場合、その使用量は、架橋すべきベースポリマーとのバランス
により、更には、粘着剤としての使用用途によって適宜決定される。一般的には、前記ベ
ースポリマー１００重量部に対して、２０重量部程度以下、更には０．１重量部～２０重
量部配合するのが好ましい。尚、粘着剤には、劣化防止等の観点から、必要により、前記
成分のほかに、各種の粘着付与剤、老化防止剤等の添加剤を用いてもよい。
【００５６】
　粘着剤層５２を構成する粘着剤としては、放射線硬化型粘着剤が好適である。放射線硬
化型粘着剤としては、前述の粘着剤に、放射線硬化性のモノマー成分や放射線硬化性のオ
リゴマー成分を配合した添加型の放射線硬化型粘着剤を例示できる。
【００５７】
　配合する放射線硬化性のモノマー成分としては、例えば、ウレタン（メタ）アクリレー
ト、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタンテトラ
（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリス
トールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリストールモノヒドロキシペンタ（メタ
）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、１，４－ブタン
ジオールジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。これらのモノマー成分は、１種又は２
種以上併用できる。
【００５８】
　また、放射線硬化性のオリゴマー成分はウレタン系、ポリエーテル系、ポリエステル系
、ポリカーボネート系、ポリブタジエン系等種々のオリゴマーがあげられ、その分子量が
１００～３００００程度の範囲のものが適当である。放射線硬化性のモノマー成分やオリ
ゴマー成分の配合量は、前記粘着剤層５２の種類に応じて、粘着剤層５２の粘着力を低下
できる量を、適宜に決定することができる。一般的には、粘着剤を構成するアクリル系ポ
リマー等のベースポリマー１００重量部に対して、例えば５重量部～５００重量部、好ま
しくは７０重量部～１５０重量部程度である。
【００５９】
　また、放射線硬化型粘着剤としては、前記添加型の放射線硬化型粘着剤の他に、ベース
ポリマーとして炭素－炭素二重結合をポリマー側鎖又は主鎖中もしくは主鎖末端に有する
ものを用いた内在型の放射線硬化型粘着剤も挙げられる。内在型の放射線硬化型粘着剤は
、低分子成分であるオリゴマー成分等を含有する必要がなく、又は多くを含まないため、
経時的にオリゴマー成分等が粘着剤在中を移動することなく、安定した層構造の粘着剤層
５２を形成することができるため好ましい。
【００６０】
　炭素－炭素二重結合を有するベースポリマーは、炭素－炭素二重結合を有し、かつ粘着
性を有するものを特に制限なく使用できる。この様なベースポリマーとしては、アクリル
系ポリマーを基本骨格とするものが好ましい。アクリル系ポリマーの基本骨格としては、
前記例示したアクリル系ポリマーが挙げられる。
【００６１】
　アクリル系ポリマーへの炭素－炭素二重結合の導入法は特に制限されず、様々な方法を
採用できるが、炭素－炭素二重結合はポリマー側鎖に導入するのが分子設計の上で容易で
ある。例えば、予め、アクリル系ポリマーに官能基を有するモノマーを共重合した後、こ
の官能基と反応しうる官能基及び炭素－炭素二重結合を有する化合物を、炭素－炭素二重
結合の放射線硬化性を維持したまま縮合又は付加反応させる方法が挙げられる。
【００６２】
　これら官能基の組合せの例としては、カルボン酸基とエポキシ基、カルボン酸基とアジ
リジル基、ヒドロキシル基とイソシアネート基等が挙げられる。これら官能基の組合せの
なかでも反応追跡の容易さから、ヒドロキシル基とイソシアネート基との組合せが好適で
ある。また、これら官能基の組み合わせにより、前記炭素－炭素二重結合を有するアクリ
ル系ポリマーを生成するような組合せであれば、官能基はアクリル系ポリマーと前記化合
物のいずれの側にあってもよいが、前記の好ましい組み合わせでは、アクリル系ポリマー
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がヒドロキシル基を有し、前記化合物がイソシアネート基を有する場合が好適である。こ
の場合、炭素－炭素二重結合を有するイソシアネート化合物としては、例えば、メタクリ
ロイルイソシアネート、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアネート、ｍ－イソプロ
ペニル－α，α－ジメチルベンジルイソシアネート等が挙げられる。また、アクリル系ポ
リマーとしては、前記例示のヒドロキシ基含有モノマーや２－ヒドロキシエチルビニルエ
ーテル、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル、ジエチレングルコールモノビニルエーテ
ルのエーテル系化合物等を共重合したものが用いられる。
【００６３】
　内在型の放射線硬化型粘着剤は、前記炭素－炭素二重結合を有するベースポリマー（特
にアクリル系ポリマー）を単独で使用することができるが、特性を悪化させない程度に前
記放射線硬化性のモノマー成分やオリゴマー成分等の光重合性化合物を配合することもで
きる。当該光重合性化合物の配合量は、通常ベースポリマー１００重量部に対して３０重
量部以下の範囲内であり、好ましくは０～１０重量部の範囲内である。
【００６４】
　放射線硬化型粘着剤には、紫外線等により硬化させる場合には光重合開始剤を含有させ
ることが好ましい。
【００６５】
　上述のアクリル系ポリマーの中でも、特にＣＨ２＝ＣＨＣＯＯＲ（式中、Ｒは炭素数が
４～１８のアルキル基である。）で表されるアクリル酸エステルと、ヒドロキシル基含有
モノマーと、分子内にラジカル反応性炭素－炭素二重結合を有するイソシアネート化合物
とを含んで構成されるアクリル系ポリマーＡが好ましい。
【００６６】
　アクリル酸アルキルエステルのアルキル基の炭素数が４未満であると、極性が高く剥離
力が大きくなり過ぎてピックアップ性が低下する場合がある。一方、アクリル酸アルキル
エステルのアルキル基の炭素数が１８を超えると、粘着剤層５２のガラス転移温度が高く
なり過ぎて、常温での接着特性が低下し、その結果、ダイシングの際に金属層３の剥離が
発生する場合がある。
【００６７】
　上記アクリル系ポリマーＡは、必要に応じ、他のモノマー成分に対応する単位を含んで
いてもよい。
【００６８】
　アクリル系ポリマーＡでは、ラジカル反応性炭素－炭素二重結合を有するイソシアネー
ト化合物が用いられる。すなわち、アクリルポリマーは、前記アクリル酸エステルやヒド
ロキシル基含有モノマー等のモノマー組成物によるポリマーに、二重結合含有イソシアネ
ート化合物が付加反応された構成を有していることが好ましい。従って、アクリル系ポリ
マーは、その分子構造内に、ラジカル反応性炭素－炭素二重結合を有していることが好ま
しい。これにより、活性エネルギー線（紫外線など）の照射によって硬化する活性エネル
ギー線硬化型粘着剤層（紫外線硬化型粘着剤層など）とすることができ、金属層３と粘着
剤層５２との剥離力を低下させることができる。
【００６９】
　二重結合含有イソシアネート化合物としては、例えば、メタクリロイルイソシアネート
、アクリロイルイソシアネート、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアネート、２－
アクリロイルオキシエチルイソシアネート、ｍ－イソプロペニル－α，α－ジメチルベン
ジルイソシアネート等が挙げられる。二重結合含有イソシアネート化合物は単独で又は２
種以上を組み合わせて用いることができる。
【００７０】
　また、活性エネルギー線硬化型粘着剤には、活性エネルギー線照射前の粘着力や、活性
エネルギー線照射後の粘着力を調整する為、外部架橋剤を適宜に用いることもできる。外
部架橋方法の具体的手段としては、ポリイソシアネート化合物、エポキシ化合物、アジリ
ジン化合物、メラミン系架橋剤等のいわゆる架橋剤を添加し反応させる方法が挙げられる
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。外部架橋剤を使用する場合、その使用量は、架橋すべきベースポリマーとのバランスに
より、更には、粘着剤としての使用用途によって適宜決定される。外部架橋剤の使用量は
、一般的には、前記ベースポリマー１００重量部に対して、２０重量部以下（好ましくは
０．１重量部～１０重量部）である。更に、活性エネルギー線硬化型粘着剤には、必要に
より、前記成分のほかに、従来公知の各種の粘着付与剤、老化防止剤、発泡剤等の添加剤
が配合されていてもよい。
【００７１】
　粘着剤層５２の厚みは、特に制限されず適宜に決定できるが、一般的には５～２００μ
ｍ程度である。また、粘着剤層５２は単層で構成されても複数層で構成されていてもよい
。
【００７２】
＜金属層３＞
　金属層３を構成する金属としては、特に限定されず、例えば、ステンレス、アルミニウ
ム、鉄、チタン、スズ、ニッケル及び銅からなる群より選択される少なくとも１種である
ことが放熱性、電子デバイスパッケージ８の反り防止の点から好ましい。これらの中でも
、熱伝導性が高く放熱の効果が得られる観点から、銅を含むことが特に好ましい。また、
電子デバイスパッケージ８の反り防止の観点からは、アルミニウムを含むことが特に好ま
しい。
【００７３】
　金属層３の厚さは、５μｍ以上２００μｍ未満である。５μｍ以上とすることにより、
放熱効果やパッケージの反りの抑制効果を得ることができる。また、２００μｍ未満であ
れば巻取り加工が容易である。
【００７４】
＜接着剤層４＞
　接着剤層４は、接着剤を予めフィルム化したものである。
【００７５】
　接着剤層４は、少なくとも熱硬化性樹脂により形成されており、少なくとも熱硬化性樹
脂と熱可塑性樹脂とにより形成されていることが好ましい。
【００７６】
  熱可塑性樹脂としては、例えば、天然ゴム、ブチルゴム、イソプレンゴム、クロロプレ
ンゴム、エチレン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－アクリル酸共重合体、エチレン－ア
クリル酸エステル共重合体、ポリブタジエン樹脂、ポリカーボネート樹脂、熱可塑性ポリ
イミド樹脂、６－ナイロンや６，６－ナイロン等のポリアミド樹脂、フェノキシ樹脂、ア
クリル樹脂、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）やＰＢＴ（ポリブチレンテレフタレ
ート）等の飽和ポリエステル樹脂、ポリアミドイミド樹脂、又はフッ素樹脂等が挙げられ
る。熱可塑性樹脂は単独で又は２種以上を併用して用いることができる。これらの熱可塑
性樹脂のうち、イオン性不純物が少なく応力緩和性に優れる点でアクリル樹脂が、可とう
性と強度を両立して高靭性である点でフェノキシ樹脂が、それぞれの観点で半導体素子の
信頼性を確保しやすくできるため、特に好ましい。
【００７７】
  アクリル樹脂としては、特に限定されるものではなく、炭素数３０以下（好ましくは炭
素数１～１８）の直鎖若しくは分岐のアルキル基を有するアクリル酸又はメタクリル酸の
エステルの１種又は２種以上を成分とする重合体等が挙げられる。すなわち、本発明では
、アクリル樹脂とは、メタクリル樹脂も含む広義の意味である。前記アルキル基としては
、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｔ－ブチ
ル基、イソブチル基、ペンチル基、イソペンチル基、へキシル基、ヘプチル基、２－エチ
ルヘキシル基、オクチル基、イソオクチル基、ノニル基、イソノニル基、デシル基、イソ
デシル基、ウンデシル基、ドデシル基（ラウリル基）、トリデシル基、テトラデシル基、
ステアリル基、オクタデシル基等が挙げられる。
【００７８】
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  また、アクリル樹脂を形成するための他のモノマー（アルキル基の炭素数が３０以下の
アクリル酸又はメタクリル酸のアルキルエステル以外のモノマー）としては、特に限定さ
れるものではなく、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、カルボキシエチルアクリレート
、カルボキシペンチルアクリレート、イタコン酸、マレイン酸、フマル酸若しくはクロト
ン酸等の様なカルボキシル基含有モノマー、無水マレイン酸若しくは無水イタコン酸等の
様な酸無水物モノマー、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸
２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル
酸６－ヒドロキシヘキシル、（メタ）アクリル酸８－ヒドロキシオクチル、（メタ）アク
リル酸１０－ヒドロキシデシル、（メタ）アクリル酸１２－ヒドロキシラウリル若しくは
（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル）－メチルアクリレート等の様なヒドロキシル基
含有モノマー、スチレンスルホン酸、アリルスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－
２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）アクリルアミドプロパンスルホン酸、スルホプ
ロピル（メタ）アクリレート若しくは（メタ）アクリロイルオキシナフタレンスルホン酸
等の様なスルホン酸基含有モノマー、又は２－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフェー
ト等の様な燐酸基含有モノマーなどが挙げられる。尚、（メタ）アクリル酸とはアクリル
酸及び／又はメタクリル酸をいい、本発明の（メタ）とは全て同様の意味である。
【００７９】
  また、熱硬化性樹脂としては、エポキシ樹脂、フェノール樹脂の他、アミノ樹脂、不飽
和ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、シリコーン樹脂、熱硬化性ポリイミド樹脂等が
挙げられる。熱硬化性樹脂は、単独で又は２種以上併用して用いることができる。熱硬化
性樹脂としては、特に、半導体素子を腐食させるイオン性不純物等含有が少ないエポキシ
樹脂が好適である。また、エポキシ樹脂の硬化剤としてはフェノール樹脂を好適に用いる
ことができる。
【００８０】
  エポキシ樹脂としては、特に限定は無く、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、
ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、臭素化ビスフェノ
ールＡ型エポキシ樹脂、水添ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡＦ型エ
ポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、ナフタレン型エポキシ樹脂、フルオンレン型エ
ポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、オルソクレゾールノボラック型エポ
キシ樹脂、トリスヒドロキシフェニルメタン型エポキシ樹脂、テトラフェニロールエタン
型エポキシ樹脂等の二官能エポキシ樹脂や多官能エポキシ樹脂、又はヒダントイン型エポ
キシ樹脂、トリスグリシジルイソシアヌレート型エポキシ樹脂若しくはグリシジルアミン
型エポキシ樹脂等のエポキシ樹脂を用いることができる。
【００８１】
  エポキシ樹脂としては、例示のうちノボラック型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ
樹脂、トリスヒドロキシフェニルメタン型エポキシ樹脂、テトラフェニロールエタン型エ
ポキシ樹脂が特に好ましい。これらのエポキシ樹脂は、硬化剤としてのフェノール樹脂と
の反応性に富み、耐熱性等に優れるからである。
【００８２】
  更に、フェノール樹脂は、エポキシ樹脂の硬化剤として作用するものであり、例えば、
フェノールノボラック樹脂、フェノールアラルキル樹脂、クレゾールノボラック樹脂、ｔ
ｅｒｔ－ブチルフェノールノボラック樹脂、ノニルフェノールノボラック樹脂等のノボラ
ック型フェノール樹脂、レゾール型フェノール樹脂、ポリパラオキシスチレン等のポリオ
キシスチレン等が挙げられる。フェノール樹脂は単独で又は２種以上を併用して用いるこ
とができる。これらのフェノール樹脂のうちフェノールノボラック樹脂、フェノールアラ
ルキル樹脂が特に好ましい。半導体装置の接続信頼性を向上させることができるからであ
る。
【００８３】
  エポキシ樹脂とフェノール樹脂の配合割合は、例えば、エポキシ樹脂成分中のエポキシ
基１当量当たりフェノール樹脂中の水酸基が０．５当量～２．０当量になるように配合す
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ることが好適である。より好適なのは、０．８当量～１．２当量である。即ち、両者の配
合割合が前記範囲を外れると、十分な硬化反応が進まず、エポキシ樹脂硬化物の特性が劣
化し易くなるからである。
【００８４】
  また、エポキシ樹脂とフェノール樹脂の熱硬化促進触媒が用いられていても良い。熱硬
化促進触媒としては、特に制限されず、公知の熱硬化促進触媒の中から適宜選択して用い
ることができる。熱硬化促進触媒は単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができ
る。熱硬化促進触媒としては、例えば、アミン系硬化促進剤、リン系硬化促進剤、イミダ
ゾール系硬化促進剤、ホウ素系硬化促進剤、リン－ホウ素系硬化促進剤などを用いること
ができる。
【００８５】
  エポキシ樹脂の硬化剤としては、上述のようにフェノール樹脂を用いることが好ましい
が、イミダゾール類、アミン類、酸無水物類等の公知の硬化剤を使用することもできる。
【００８６】
  接着剤層４は、電子デバイスなどの被着体９に対して接着性（密着性）を有しているこ
とが重要である。そこで、接着剤層４を予めある程度架橋させておくため、重合体の分子
鎖末端の官能基等と反応する多官能性化合物を架橋剤として添加させておいてもよい。こ
れにより、高温下での接着特性を向上させ、耐熱性の改善を図ることができる。
【００８７】
  架橋剤としては、特に制限されず、公知の架橋剤を用いることができる。具体的には、
例えば、イソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤、メラミン系架橋剤、過酸化物系架
橋剤の他、尿素系架橋剤、金属アルコキシド系架橋剤、金属キレート系架橋剤、金属塩系
架橋剤、カルボジイミド系架橋剤、オキサゾリン系架橋剤、アジリジン系架橋剤、アミン
系架橋剤などが挙げられる。架橋剤としては、イソシアネート系架橋剤やエポキシ系架橋
剤が好適である。また、前記架橋剤は単独で又は２種以上組み合わせて使用することがで
きる。
【００８８】
  なお、本発明では、架橋剤を用いる代わりに、あるいは、架橋剤を用いるとともに、電
子線や紫外線などの照射により架橋処理を施すことも可能である。
【００８９】
  接着剤層４には、必要に応じて他の添加剤を適宜に配合することができる。他の添加剤
としては、例えば、充填剤（フィラー）、難燃剤、シランカップリング剤、イオントラッ
プ剤の他、増量剤、老化防止剤、酸化防止剤、界面活性剤などが挙げられる。
【００９０】
  充填剤としては、無機充填剤、有機充填剤のいずれであってもよいが、無機充填剤が好
適である。無機充填剤等の充填剤の配合により、接着剤層４に熱伝導性の向上、弾性率の
調節等を図ることができる。無機充填剤としては、例えば、シリカ、クレー、石膏、炭酸
カルシウム、硫酸バリウム、アルミナ、酸化ベリリウム、炭化珪素、窒化珪素、窒化アル
ミニウム等のセラミック類、アルミニウム、銅、銀、金、ニッケル、クロム、鉛、錫、亜
鉛、パラジウム、半田などの金属、又は合金類、その他カーボンなどからなる種々の無機
粉末などが挙げられる。充填剤は単独で又は２種以上を併用して用いることができる。充
填剤としては、なかでも、シリカまたはアルミナが、シリカとしては特に溶融シリカが好
適である。なお、無機充填剤の平均粒径は０．００１μｍ～８０μｍの範囲内であること
が好ましい。無機充填剤の平均粒径は、例えば、レーザー回折型粒度分布測定装置によっ
て測定することができる。
【００９１】
  充填剤（特に無機充填剤）の配合量は、有機樹脂成分に対して９８重量％以下（０重量
％～９８重量％）であることが好ましく、特にシリカの場合は０重量％～７０重量％、熱
伝導や導電などの機能性無機充填剤の場合は１０重量％～９８重量であることが好適であ
る。
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【００９２】
  また、難燃剤としては、例えば、三酸化アンチモン、五酸化アンチモン、臭素化エポキ
シ樹脂等が挙げられる。難燃剤は、単独で、又は２種以上を併用して用いることができる
。シランカップリング剤としては、例えば、β－（３、４－エポキシシクロヘキシル）エ
チルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシド
キシプロピルメチルジエトキシシラン等が挙げられる。シランカップリング剤は、単独で
又は２種以上を併用して用いることができる。イオントラップ剤としては、例えばハイド
ロタルサイト類、水酸化ビスマス等が挙げられる。イオントラップ剤は、単独で又は２種
以上を併用して用いることができる。
【００９３】
　接着剤層４は、接着性と信頼性の観点から、特に（Ａ）エポキシ樹脂、（Ｂ）硬化剤、
（Ｃ）アクリル樹脂またはフェノキシ樹脂、および（Ｄ）表面処理された無機充填材を含
有することが好ましい。
【００９４】
  （Ａ）エポキシ樹脂を用いることにより、高い接着性、耐水性、耐熱性を得られる。エ
ポキシ樹脂としては、上述の公知のエポキシ樹脂を用いることができる。（Ｂ）硬化剤は
上述の公知の硬化剤を用いることができる。
【００９５】
  （Ｃ）アクリル樹脂は、可とう性と強度を両立して高靭性である。好ましいアクリル樹
脂は、Ｔｇ（ガラス転移温度）が－５０℃～５０℃であり、エポキシ基、グリシジル基、
アルコール性水酸基、フェノール性水酸基またはカルボキシル基を架橋性官能基として有
するモノマーを重合して得た架橋性官能基含有（メタ）アクリル共重合体である。さらに
、アクリロニトリル等を含有してゴム特性を示すとより高靭性が得られる。
　また、（Ｃ）フェノキシ樹脂は、フェノキシ樹脂は分子鎖が長くエポキシ樹脂と構造が
似ており、高架橋密度の組成物中で可とう性材料として作用し、高靭性を付与するので高
強度でありながらタフネスな組成物が得られる。好ましいフェノキシ樹脂は、主骨格がビ
スフェノールＡ型のものであるが、その他にビスフェノールＦ型フェノキシ樹脂、ビスフ
ェノールＡ／Ｆ混合型フェノキシ樹脂や臭素化フェノキシ樹脂等市販のフェノキシ樹脂が
好ましいものとして挙げられる。
【００９６】
  （Ｄ）表面処理された無機充填材としては、カップリング剤で表面処理された無機充填
剤が挙げられる。無機充填材としては、上述の公知の無機充填剤を用いることができ、例
えば、シリカ、アルミナである。カップリング剤で表面処理されていることにより、無機
充填剤の分散性が良好になる。このため、流動性に優れる接着剤層を得られるので金属層
３との接着力を向上させることができる。また、無機充填剤を高充填させることができる
ようになるので、吸水率を下げ耐湿性を向上させることができる。
【００９７】
  例えばシランカップリング剤による無機充填材の表面処理は、公知の方法により、シラ
ンカップリング剤溶液中に無機充填材を分散させることにより、無機充填剤の表面に存在
する水酸基とシランカップリング剤のアルコキシ基等の加水分解基が加水分解されたシラ
ノール基とを反応させて無機充填剤の表面にＳｉ－Ｏ－Ｓｉ結合を生成することにより行
われる。
【００９８】
　接着剤層４の厚さは特に制限されるものではないが、通常取扱い性の観点および放熱性
から、３μｍ以上が好ましく、５μｍ以上がより好ましく、半導体パッケージの薄型化に
寄与するために１５０μｍ以下が好ましく、１００μｍ以下がより好ましい。接着剤層４
は単層で構成されても複数層で構成されていてもよい。
【００９９】
　また、接着剤層４は、Ｂステージ（未硬化状態または半硬化状態）において金属層３と
の剥離力（２３℃、剥離角度１８０度、線速３００ｍｍ／分）が０．３Ｎ以上であること
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が好ましい。剥離力が０．３Ｎ未満であると、個片化（ダイシング）の際に、接着剤層４
と金属層３との間で剥離が生じてしまうおそれがある。
【０１００】
　接着剤層４の吸水率は、１．５ｖｏｌ％以下であることが好ましい。吸水率の測定方法
は次の通りである。すなわち、５０×５０ｍｍの大きさの接着剤層４（フィルム状接着剤
）をサンプルとし、サンプルを真空乾燥機中で、１２０℃、３時間乾燥させ、デシケータ
中で放冷後、乾燥質量を測定しＭ１とする。サンプルを蒸留水に室温で２４時間浸してか
ら取出し、サンプル表面をろ紙でふき取り、すばやく秤量してＭ２とする。吸水率は、次
式（１）により算出される。
　　吸水率（ｖｏｌ％）＝［（Ｍ２－Ｍ１）／（Ｍ１／ｄ）］×１００　　（１）
ここで、ｄはフィルムの密度である。
　吸水率が１．５ｖｏｌ％を超えると、吸水した水分によりはんだリフロー時にパッケー
ジクラックを生じるおそれがある。
【０１０１】
　接着剤層４の飽和吸湿率は、１．０ｖｏｌ％以下であることが好ましい。飽和吸湿率の
測定方法は次の通りである。すなわち、直径１００ｍｍの円形の接着剤層４（フィルム状
接着剤）をサンプルとし、サンプルを真空乾燥機中で１２０℃、３時間乾燥させ、デシケ
ータ中で放冷後、乾燥質量を測定しＭ１とする。サンプルを８５℃、８５％ＲＨの恒温恒
湿槽中で１６８時間吸湿してから取り出し、すばやく秤量してＭ２とする。飽和吸湿率は
、次式（２）により算出される。
　　飽和吸湿率（ｖｏｌ％）＝［（Ｍ２－Ｍ１）／（Ｍ１／ｄ）］×１００　（２）
ここで、ｄはフィルムの密度である。
　飽和吸湿率が１．０ｖｏｌ％を超えると、リフロー時の吸湿により蒸気圧の値が高くな
り、良好なリフロー特性が得られないおそれがある。
【０１０２】
　接着剤層４の残存揮発分は、３．０ｗｔ％以下であることが好ましい。残存揮発成分の
測定方法は次の通りである。すなわち、５０×５０ｍｍの大きさの接着剤層４（フィルム
状接着剤）をサンプルとし、サンプルの初期の質量を測定しＭ１とし、サンプルを熱風循
環恒温槽中で２００℃、２時間加熱後、秤量してＭ２とする。残存揮発分は、次式（３）
により算出される。
　　残存揮発分（ｗｔ％）＝［（Ｍ２－Ｍ１）／Ｍ１］×１００　　（３）
　残存揮発分が３．０ｗｔ％を超えると、パッケージングの際の加熱により溶媒が揮発し
、接着剤層４の内部にボイドが発生して、パッケージクラックが発生するおそれがある。
【０１０３】
　金属層３の線膨脹係数の接着剤層４の線膨脹係数に対する比（金属層３の線膨脹係数／
接着剤層４の線膨脹係数）は、０．２以上であることが好ましい。当該比が０．２未満で
あると、金属層３と接着剤層４との間で剥離が生じやすくなり、パッケージングの際にパ
ッケージクラックが発生し、信頼性が低下するおそれがある。
【０１０４】
　次に、本実施の形態に係る電子デバイスパッケージ用テープ１の製造方法について説明
する。まず、長尺の金属層３を用意する。金属層３としては、市販の金属箔を用いればよ
い。次に、図５（Ａ）に示すように、金属層３を、長尺の基材テープ２の粘着面に貼合ロ
ーラｒ等を用いて貼合する。
【０１０５】
　別途、長尺フィルム状の接着剤層４を形成する。接着剤層４は、樹脂組成物を調製し、
フィルム状の層に形成する慣用の方法を利用し形成することができる。具体的には、例え
ば、適当なセパレータ（剥離紙など）上に前記樹脂組成物を塗布して乾燥し（熱硬化が必
要な場合などでは、必要に応じて加熱処理を施し乾燥して）、接着剤層４を形成する方法
等が挙げられる。前記樹脂組成物は、溶液であっても分散液であってもよい。
【０１０６】
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　次に、図５（Ｂ）に示すように、基材テープ２に貼合された金属層３上に、セパレータ
から剥離された接着剤層４を貼合ローラｒ等を用いて貼合する。
【０１０７】
　なお、上述では、基材テープ２に金属層３を貼合した後、金属層３上に接着剤層４を貼
合するようにしたが、金属層３と接着剤層４とを貼合した後、金属層３側の面を基材テー
プ２に貼合してもよい。
【０１０８】
　次いで、図５（Ｃ）に示すように、外縁が所定のラベル形状（ここでは円形形状）で格
子状の押切歯を用いて、接着剤層４及び金属層３を所定の大きさに予め個片化するととも
に、全体形状が所定のラベル形状となるようにプリカットし、図５（Ｄ）に示すように、
周辺の不要部分６を基材テープ２から剥離して除去する。ここで、個片化は、金属層３の
平面の大きさ＝接着剤層４の平面の大きさ＜半導体チップＣの第２面の平面の大きさとな
るように行う。
【０１０９】
　なお、基材テープ２上に所定形状の金属層３および接着剤層４を形成する方法としては
、上記に限定されるものではなく、長尺の金属層３を長尺の基材テープ２に貼合して、所
定形状に打ち抜き、不要部分６を除去した後、所定形状に形成された接着剤層４を、所定
形状の金属層３上に貼合してもよいし、予めそれぞれ所定形状に形成された金属層３と接
着剤層４を基材テープ２に貼合してもよい。特に、図９に示すように、金属層３の平面の
大きさ＜接着剤層４の平面の大きさとする場合、このような方法により製造する。しかし
ながら、製造工程の手順の簡便性から、上述の図５（Ａ）～（Ｄ）に示す工程により製造
することが好ましい。また、上述の図５（Ａ）～（Ｄ）に示す工程にて、接着剤層４及び
金属層３を所定の大きさに予め個片化すれば、金属層３の平面の大きさ＝接着剤層４の平
面の大きさの接着剤層４及び金属層３の積層体を得ることができ、この積層体の電子デバ
イスの裏面に位置合わせをして搭載するのみで、電子デバイスの裏面に接着剤層４および
金属層３を一時に搭載できるので、電子デバイスへの接着剤層および金属層の搭載工程の
手順の簡便性の点でも優れる。また、金属層３を位置合わせして接着剤層４に搭載する必
要がないため、金属層３の搭載位置にずれを生じることがないので搭載性にも優れる。
【０１１０】
　また別途、粘着テープ５を作製する。基材フィルムは、従来公知の製膜方法により製膜
することができる。当該製膜方法としては、例えばカレンダー製膜法、有機溶媒中でのキ
ャスティング法、密閉系でのインフレーション押出法、Ｔダイ押出法、共押出し法、ドラ
イラミネート法等が例示できる。次に、基材フィルム５１上に粘着剤層組成物を塗布し、
乾燥させて（必要に応じて加熱架橋させて）粘着剤層５２を形成する。塗布方式としては
、ロール塗工、スクリーン塗工、グラビア塗工等が挙げられる。なお、粘着剤層組成物を
直接基材フィルム５１に塗布して、基材フィルム５１上に粘着剤層５２を形成してもよく
、また、粘着剤層組成物を表面に剥離処理を行った剥離紙等に塗布して粘着剤層５２を形
成させた後、該粘着剤層を基材フィルム５１に転写させてもよい。これにより、基材フィ
ルム５１上に粘着剤層５２が形成された粘着テープ５が作製される。
【０１１１】
　その後、図６（Ａ）に示すように、基材テープ２上に設けられた所定形状の金属層３お
よび接着剤層４の接着剤層４側の面に、粘着テープ５の粘着剤層５２側の面が接するよう
に、粘着テープ５をラミネートする。
【０１１２】
　次に、図６（Ｂ）に示すように、粘着テープ５を所定形状に押切刃等を用いてプリカッ
トし、図６（Ｃ）に示すように、周辺の不要部分７を基材テープ２から剥離して除去する
ことにより、電子デバイスパッケージ用テープ１が作られる。なお、その後、プリカット
加工に用いた基材テープ２を剥離して、公知のセパレーターを粘着テープ５の粘着剤層５
２と貼り合わせるようにしてもよい。
【０１１３】



(19) JP 2017-183643 A 2017.10.5

10

20

30

40

50

＜使用方法＞
　次に、本実施形態の電子デバイスパッケージ用テープ１を使用して電子デバイスパッケ
ージ８を製造する方法について、図７～図８を参照しながら説明する。
【０１１４】
［半導体ウエハＷのマウント工程］
　先ず、本発明の電子デバイスパッケージ用テープ１とは別体の粘着テープＤを用意し、
該粘着テープＤ上の中央部に、図７（Ａ）で示されるように、半導体ウエハＷを貼着して
、これを粘着保持させ固定する（半導体ウエハＷのマウント工程）とともに、粘着テープ
Ｄの周縁部にリングフレームＲを貼合する。このとき、粘着テープＤは、半導体ウエハＷ
の裏面に貼着される。半導体ウエハＷの裏面とは、回路面とは反対側の面（非回路面、非
電極形成面などとも称される）を意味する。貼着方法は特に限定されないが、加熱圧着に
よる方法が好ましい。圧着は、通常、圧着ロール等の押圧手段により押圧しながら行われ
る。
【０１１５】
［半導体ウエハＷのダイシング工程」
　次に、図７（Ｂ）で示されるように、半導体ウエハＷのダイシングを行う。これにより
、半導体ウエハＷを所定のサイズに切断して個片化（小片化）し、半導体チップＣを製造
する。ダイシングは、例えば、半導体ウエハＷの回路面側から常法に従い行われる。また
、本工程では、例えば、粘着テープＤまで切り込みを行うフルカットと呼ばれる切断方式
等を採用できる。本工程で用いるダイシング装置としては特に限定されず、従来公知のも
のを用いることができる。なお、粘着テープＤのエキスパンドを行う場合、該エキスパン
ドは従来公知のエキスパンド装置を用いて行うことができる。
【０１１６】
［半導体チップＣのピックアップ工程］
　図７（Ｃ）で示されるように、半導体チップＣのピックアップを行って、半導体チップ
Ｃを粘着テープＤより剥離させる。ピックアップの方法としては特に限定されず、従来公
知の種々の方法を採用できる。例えば、半導体チップＣおよびリングフレームＲが貼り合
わされた粘着テープＤを、基材フィルム側を下にして、ピックアップ装置のステージＳ上
に載置し、リングフレームＲを固定した状態で、中空円柱形状の突き上げ部材Ｔを上昇さ
せ、粘着テープＤを拡張する。この状態で、個々の半導体チップＣを粘着テープＤの基材
フィルム側からピンＮによって突き上げ、突き上げられた半導体チップＣをピックアップ
装置によってピックアップする方法等が挙げられる。
【０１１７】
［フリップチップ接続工程］
　ピックアップした半導体チップＣは、図７（Ｄ）で示されるように、基板等の被着体９
に、フリップチップボンディング方式（フリップチップ実装方式）により固定させる。具
体的には、半導体チップＣを、半導体チップＣの回路面（表面、回路パターン形成面、電
極形成面などとも称される）が被着体９と対向する形態で、被着体９に常法に従い固定さ
せる。例えば、まず半導体チップＣの回路面側に形成されている接続部としてのバンプ１
０にフラックスを付着させる。次いで、半導体チップＣのバンプ１０を被着体９の接続パ
ッドに被着された接合用の導電材１１（半田など）に接触させて押圧しながらバンプ１０
及び導電材１１を溶融させることにより、半導体チップＣと被着体９との電気的導通を確
保し、半導体チップＣを被着体９に固定させることができる（フリップチップボンディン
グ工程）。このとき、半導体チップＣと被着体９との間には空隙が形成されており、その
空隙間距離は、一般的に３０μｍ～３００μｍ程度である。半導体チップＣと被着体９と
の対向面や間隙に残存するフラックスは洗浄除去する。
【０１１８】
　次に、図８に示すように、本実施形態に係る電子デバイスパッケージ８用の基材テープ
２を剥離して、金属層３および粘着テープ５の粘着剤層を露出させ、粘着剤層の周縁部を
リングフレームＲに固定する。そして、個片化されている金属層３および接着剤層４をピ
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ックアップして、粘着テープ５より剥離させる。ピックアップは、上述の半導体チップＣ
のピックアップ工程と同様の工程で行うことができる。
【０１１９】
　次に、ピックアップされた金属層３および接着剤層４の接着剤層４側を、フリップチッ
プ接続された半導体チップＣの裏面に貼合する。その後、金属層３付半導体チップＣの周
辺および半導体チップＣと被着体９との間隙に封止材（封止樹脂など）を充填させて封止
する。封止は、常法に従い行われる。このとき、金属層３の平面の大きさ＝接着剤層４の
平面の大きさ＜半導体チップＣの第２面の平面の大きさとなっており、接着剤層４が半導
体チップＣの外縁から平面方向に突出することがなく、金属層３が接着剤層４の外縁から
平面方向に突出することもないため、電子デバイスパッケージを封止する際に、封止用の
樹脂の圧力により、電子デバイスの外縁部から接着剤層４や金属層３が剥離してしまうこ
とがない。したがって、フリップチップボンディング工程において半導体チップＣと被着
体９との熱膨張率差により生じた反りが、半導体チップＣと金属層３との熱膨張率差によ
り効果的に相殺される。また、電子デバイスとしての使用時の発熱が金属層３により効果
的に放熱される。
【０１２０】
　また、本実施の形態では、金属層３および接着剤層４が予め個片化された電子デバイス
パッケージ用テープ１を用いたが、個片化されていない金属層３および接着剤層４の積層
体を、半導体チップの第２面の平面の大きさより小さくなるようにダイシングした後にピ
ックアップして、フリップチップ接続された半導体チップＣの裏面に貼合してもよい。ま
た、金属層３の平面の大きさ＜接着剤層４の平面の大きさ＜半導体チップＣの第２面の平
面の大きさとなるように、金属層３および接着剤層４をそれぞれダイシングして、接着剤
層４、金属層３の順でそれぞれフリップチップ接続された半導体チップＣの裏面に貼合し
てもよい。
【０１２１】
　また、本実施の形態では、粘着剤層５２、接着剤層４、金属層３をこの順に設けるよう
にしたが、粘着剤層５２、金属層３、接着剤層４をこの順に設けるようにしてもよい。
【０１２２】
　また、本実施の形態では、外形が円形ラベル形状の接着剤層４および金属層３を基材テ
ープ２上に複数設けた電子デバイスパッケージ用テープ１を用いたが、幅が接着剤層４お
よび金属層３の個片の幅（接着剤層４および金属層３を電子デバイスに貼合する際の幅）
と同じで長尺のセパレーター上に、同じ幅で長尺の接着剤層と金属層とをこの順で積層し
てリール状に巻き取った電子デバイスパッケージ用テープを用いてもよい。セパレーター
は公知のものを使用することができ、接着剤層および金属層は上述のものと同じものを使
用することができる。このような電子デバイスパッケージ用テープを用いる場合、接着剤
層および金属層を電子デバイスに貼合する長さに切断し、切断された接着剤層および金属
層の個片をセパレーターから剥離して、該個片の接着剤層側を電子デバイスに貼り合わせ
る。この場合、金属層の平面の大きさ＝接着剤層の平面の大きさとなるが、接着剤層およ
び金属層の平面の大きさ＜電子デバイスの第２面の平面の大きさとなるように設計する。
【０１２３】
　また、幅が接着剤層４の個片の幅（電子デバイスに貼合する際の幅）と同じで長尺のセ
パレーター上に、同じ幅で長尺の接着剤層とセパレーターとをこの順で積層してリール状
に巻き取った接着テープと、幅が金属層３の個片の幅（電子デバイスに搭載する際の幅）
と同じで長尺の金属層をリール状に巻き取ったリール状金属層とを別個に用意してもよい
。セパレーターは公知のものを使用することができ、接着剤層および金属層は上述のもの
と同じものを使用することができる。このような接着テープおよびリール状金属層を用い
る場合、まず、接着テープの一方のセパレーターを剥離し、接着剤層を電子デバイスに貼
合する長さに切断し、切断された接着剤層の個片を他方のセパレーターから剥離して電子
デバイスに貼り合わせる。次に、リール状金属層を電子デバイスに搭載する長さに切断し
、切断された金属層の個片を接着剤層を介して電子デバイスに貼り合わせて搭載する。こ
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の場合、金属層の平面の大きさ≦接着剤層の平面の大きさ＜電子デバイスの第２面の平面
の大きさとなるように設計する。
【０１２４】
＜実施例＞
　次に、本発明の効果をさらに明確にするために、実施例および比較例について詳細に説
明するが、本発明はこれら実施例に限定されるものではない。
【０１２５】
（１）粘着テープの作製
＜粘着剤層組成物（１)＞
　官能基を有するアクリル系共重合体（Ａ１）として、２－エチルヘキシルアクリレート
、２－ヒドロキシエチルアクリレートおよびメタクリル酸からなり、２－エチルヘキシル
アクリレートの比率が６０モル％、質量平均分子量７０万の共重合体を調製した。次に、
ヨウ素価が２０となるように、２－イソシアナトエチルメタクリレートを添加して、ガラ
ス転移温度－５０℃、水酸基価１０ｍｇＫＯＨ／ｇ、酸価５ｍｇＫＯＨ／ｇのアクリル系
共重合体（ａ１）を調製した。
【０１２６】
　上記アクリル系共重合体（ａ１）１００質量部に対して、ポリイソシアネートとしてコ
ロネートＬ（商品名、東ソー株式会社製）を５質量部加え、光重合開始剤としてＥｓａｃ
ｕｒｅ　ＫＩＰ　１５０（商品名、Ｌａｍｂｅｒｔｉ社製）を３質量部加えた混合物を、
酢酸エチルに溶解させ、攪拌して粘着剤層組成物（１）を調製した。
【０１２７】
　基材フィルムとして以下のものを作製した。
＜基材フィルム（１）＞
　エチレン－メタクリル酸共重合体の樹脂ビーズを２００℃で溶融し、押出機を用いて厚
さ１００μｍ、ループスティフネス７ｍＮの長尺フィルム状に成形して基材フィルム（１
）を作製した。エチレン－メタクリル酸共重合体は、三井デュポンポリケミカル株式会社
製のニュクレルＮＯ３５Ｃ（商品名）を使用した。　
【０１２８】
＜粘着テープ（１）＞
　離型処理したポリエチレン－テレフタレートフィルムよりなる剥離ライナーに、上記粘
着剤層組成物（１）を、乾燥後の厚さが１０μｍになるように塗工し、１１０℃で３分間
乾燥させて粘着剤層とした後、上記基材フィルム（１）と貼り合わせ、粘着テープ（１）
を作製した。
【０１２９】
（２）接着剤層の作製
＜接着剤層（１）＞
　アクリル樹脂（ナガセケムテックス株式会社製、商品名「テイサンレジンＳＧ－Ｐ３」
、Ｍｗ８５万、Ｔｇ１２℃）８０質量部と、ナフタレン型エポキシ樹脂（ＤＩＣ株式会社
製、商品名「ＨＰ－４７００」）１０質量部、硬化剤としてのフェノール樹脂（明和化成
株式会社製、商品名「ＭＥＨ７８５１」）１０質量部とをメチルエチルケトンに溶解させ
、接着剤層組成物溶液を調製した。この接着剤層組成物溶液を、シリコーン離型処理した
厚さが５０μｍのポリエチレンテレフタレートフィルムからなる離型処理フィルム（剥離
ライナー）上に塗布した後、１３０℃で５分間乾燥させた。これにより、厚さ１０μｍの
接着剤層（１）を作製した。
【０１３０】
（３）金属層の準備
＜金属層（１）＞
ＧＴＳ－ＭＰ（商品名、古河電気工業株式会社製、銅箔、厚さ３５μｍ）
【０１３１】
（４）基材テープの作製
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【０１３２】
　基材テープとして以下のものを作製した。
（樹脂フィルムｄ－１）
　スチレン－水添イソプレン－スチレンブロック共重合体（ＳＥＰＳ）（株式会社クラレ
社製、商品名「セプトンＫＦ－２１０４」）とホモプロピレン（ＰＰ）（宇部興産株式会
社製、商品名「Ｊ－１０５Ｇ」）を４０：６０で示す配合比で混合した樹脂ビーズを２０
０℃で溶融し、押出機を用いて厚さ９０μｍの長尺フィルム状に成形することにより、樹
脂フィルムｄ－１を作製した。
【０１３３】
（基材テープ用粘着剤層組成物ｅ－１）
　官能基を有するアクリル系共重合体（Ａ２）として、２－エチルヘキシルアクリレート
、２－ヒドロキシエチルアクリレートおよびメタクリル酸からなり、２－エチルヘキシル
アクリレートの比率が７０モル％、質量平均分子量５０万、ガラス転移温度－５０℃、水
酸基価３０ｇＫＯＨ／ｇ、酸価５ｍｇＫＯＨ／ｇのアクリル系共重合体（ａ２）を調製し
た。
　アクリル系共重合体（ａ２）１００質量部に対して、ポリイソシアネート系化合物（商
品名「コロネートＬ」、東ソー株式会社製）を８質量部加え、酢酸エチルに溶解させ、攪
拌して、基材テープ用粘着剤層組成物ｅ－１を得た。　
＜基材テープ（１）＞
【０１３４】
　調製した基材テープ用粘着剤層組成物ｅ－１を、離型処理したポリエチレン－テレフタ
レートフィルムよりなる剥離ライナーに、乾燥後の厚さが１０μｍになるように塗工し、
１１０℃で３分間乾燥させた後、上記樹脂フィルムｄ－１と貼り合わせ、樹脂フィルム上
に基材テープ用粘着剤層が形成された基材テープ（１）を作製した。
【０１３５】
（５）電子デバイスパッケージの作製
＜実施例１＞
　以上のようにして得られた金属層（１）とセパレーター付き接着剤層（１）の接着剤層
（１）側とを貼り合わせ角度１２０°、圧力０．２ＭＰａ、速度１０ｍｍ／ｓの条件で貼
り合わせた後、金属層上に基材テープ（１）を貼り合わせ角度１２０°、圧力０．２ＭＰ
ａ、速度１０ｍｍ／ｓの条件で貼り合わせた。接着剤層（１）と金属層（１）を粘着テー
プ（１）より小さい円形ラベル形状であって９．４×９．４ｍｍ角に個片化されるように
プリカットした。セパレーターを接着剤層から剥離し、露出させた接着剤層側と前記粘着
テープ（１）の粘着剤層とを、金属層および接着剤層の周囲に粘着剤層が基材テープ（１
）と接するように貼り合わせた。次いで、粘着テープを金属層および接着剤層と同心円状
になるように円形形状にプリカットし、周辺の不要部分を基材テープ（１）から剥離して
除去し、電子デバイスパッケージ用テープを作製した。
【０１３６】
　２０ｍｍ×２０ｍｍの基板上に、ダイボンディング材（古河電気工業株式会社製、商品
名「ＡＦ３８３６」）を用いて、１０ｍｍ角のチップを基板との高低差が１００μｍにな
るよう貼合し、フリップチップ接続されたチップに見立てたサンプルを１００個作製した
。
【０１３７】
（チップへの接着剤層および金属層の搭載工程）
　上記電子デバイスパッケージ用テープの基材フィルム側から粘着剤層に空冷式高圧水銀
灯（８０Ｗ／ｃｍ、照射距離１０ｃｍ）により紫外線を２００ｍＪ／ｃｍ２照射した。電
子デバイスパッケージ用テープ中央部の接着剤層および金属層の個片サンプル１００個に
ついてピックアップを行い、上記チップ上に接着剤層および金属層を搭載した。その後、
封止材（京セラケミカル株式会社製、商品名「ＫＥ－Ｇ３０００Ｄ」）でモールドし、実
施例１に係る電子デバイスパッケージサンプルを作製した。



(23) JP 2017-183643 A 2017.10.5

10

20

30

40

50

【０１３８】
＜実施例２＞
　上述のようにして得られた金属層（１）と基材テープ（１）の粘着剤層（１）側とを貼
り合わせ角度１２０°、圧力０．２ＭＰａ、速度１０ｍｍ／ｓの条件で貼り合わせた後、
金属層（１）の表面から基材テープ（１）へ達するように金属層（１）を粘着テープ（１
）より小さい円形ラベル形状であって９ｍｍ×８．４ｍｍに個片化されるようにプリカッ
トした。個片化された基材テープ（１）付き金属層（１）の金属層（１）側と粘着テープ
（１）の粘着剤層とを貼り合わせ角度１２０°、圧力０．２ＭＰａ、速度１０ｍｍ／ｓの
条件で貼り合わせた後、基材フィルム（１）の表面からセパレーターへ達するように粘着
テープ（１）を金属層（１）と同心円状になるように円形形状にプリカットし、周辺の不
要部分をセパレーターから剥離して除去し、金属層付き粘着テープを作製した。
【０１３９】
　また、セパレーター付き接着剤層（１）の接着剤層（１）を粘着テープ（１）より小さ
い円形ラベル形状であって９ｍｍ×９．４ｍｍに個片化されるようにプリカットした。そ
して、個片化されたセパレーター付き接着剤層（１）の接着剤層（１）側と粘着テープ（
１）の粘着剤層とを貼り合わせ角度１２０°、圧力０．２ＭＰａ、速度１０ｍｍ／ｓの条
件で貼り合わせた後、基材フィルム（１）の表面からセパレーターへ達するように粘着テ
ープ（１）を接着剤層（１）と同心円状になるように円形形状にプリカットし、周辺の不
要部分をセパレーターから剥離して除去し、接着剤層付き粘着テープを作製した。
【０１４０】
　また、実施例１と同じフリップチップ接続されたチップに見立てたサンプルを１００個
作製した。
【０１４１】
（チップへの接着剤層および金属層の搭載工程）
　上記接着剤層付き粘着テープの基材フィルム側から粘着剤層に空冷式高圧水銀灯（８０
Ｗ／ｃｍ、照射距離１０ｃｍ）により紫外線を２００ｍＪ／ｃｍ２照射した。接着剤層付
き粘着テープ中央部の接着剤層の個片サンプル１００個についてピックアップを行い、上
記チップ上に接着剤層を搭載した。その後、上記金属層付き粘着テープの基材フィルム側
から粘着剤層に空冷式高圧水銀灯（８０Ｗ／ｃｍ、照射距離１０ｃｍ）により紫外線を２
００ｍＪ／ｃｍ２照射した。金属層付き粘着テープ中央部の金属層の個片サンプル１００
個についてピックアップを行い、上記チップ上の接着剤層の上に金属層を搭載した。その
後、封止材（京セラケミカル株式会社製、商品名「ＫＥ－Ｇ３０００Ｄ」）でモールドし
、実施例２に係る電子デバイスパッケージを作製した。
【０１４２】
＜実施例３＞
　チップの大きさを４ｍｍ×２０ｍｍ、接着剤層の大きさを４ｍｍ×１８ｍｍ、金属層の
大きさを３．６ｍｍ×１８ｍｍとした以外は、実施例２と同様にして、実施例３に係る電
子デバイスパッケージを作製した。
【０１４３】
＜比較例１＞
　チップの大きさを１０ｍｍ×１０ｍｍ、接着剤層の大きさを１０．４ｍｍ×１０．４ｍ
ｍ、金属層の大きさを１０．４ｍｍ×１０．４ｍｍとした以外は、実施例１と同様にして
、比較例１の電子デバイスパッケージを作製した。
【０１４４】
＜比較例２＞
　チップの大きさを１０ｍｍ×１０ｍｍ、接着剤層の大きさを９．４ｍｍ×９．４ｍｍ、
金属層の大きさを１０．４ｍｍ×１０．４ｍｍとした以外は、実施例２と同様にして、比
較例２の電子デバイスパッケージを作製した。
【０１４５】
＜比較例３＞
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　チップの大きさを１０ｍｍ×１０ｍｍ、接着剤層の大きさを１０．４ｍｍ×１０．４ｍ
ｍ、金属層の大きさを９．４ｍｍ×９．４ｍｍとした以外は、実施例２と同様にして、比
較例３の電子デバイスパッケージを作製した。
【０１４６】
　実施例１～３及び比較例１～３に係る電子デバイスパッケージについて以下の評価を行
った。
【０１４７】
（作業性）
　各実施例および比較例に係る電子デバイスパッケージを作製する際に、上記チップへの
接着剤層および金属層の搭載工程について、次の観点から作業性を評価した。まず、手順
の簡便性について、１工程で搭載できるものをポイント１、搭載に２工程以上かかる物を
ポイント０として評価した。その結果を表１に示す。また、搭載性について、接着剤層お
よび金属層のチップへの搭載位置を光学顕微鏡で観察し、目標の搭載箇所からのずれを測
定し、ずれが０．２ｍｍ以上のサンプル個数が０％のものをポイント２、０％超１０％未
満のものをポイント１、１０％以上のものをポイント０として評価した。その結果を表１
に示す。そして、手順の簡便性および搭載性のポイントの合計が、３のものを作業性にお
いて良品として○、１または２のものは許容品として△、０のものは不良品として×で評
価した。その結果を表２に示す。
【０１４８】
【表１】

【０１４９】
（剥離の有無）
　各実施例および比較例に係る電子デバイスパッケージを切断し、断面を光学顕微鏡にて
観察した。チップから接着剤層または金属層の剥離や浮きが確認されないものを良品とし
て○、チップから接着剤層の剥離または浮きが確認されたものを不良品として×１、チッ
プから金属層の剥離または浮きが確認されたものを不良品として×２として評価した。そ
の結果を表２に示す。
【０１５０】
【表２】

【０１５１】
　表２に示すように、実施例１～３に係る電子デバイスパッケージは、金属層の平面の大
きさ≦接着剤層の平面の大きさ＜電子デバイスの第２面の平面の大きさであるため、チッ
プと接着剤層との間および接着剤層と金属層の間の剥離は発生しなかった。また、接着剤
層の平面の大きさ＜電子デバイスの第２面の平面の大きさであるため、チップへの搭載性
も良好である結果となった。さらに、実施例１に係る電子デバイスパッケージは、金属層
の平面の大きさ＝接着剤層の平面の大きさであるため、チップへの搭載性に特に優れ、チ
ップへの搭載手順の簡易性にも優れる結果となった。
【０１５２】
　これに対して、比較例１，３に係る電子デバイスパッケージは、接着剤層の平面の大き
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さ＞電子デバイスの第２面の平面の大きさであるため、チップと接着剤層との間で剥離が
生じた。比較例２に係る電子デバイスパッケージは、金属層の平面の大きさ＞接着剤層の
平面の大きさであるため、接着剤層と金属層の間で剥離が生じた。
【符号の説明】
【０１５３】
１：電子デバイスパッケージ用テープ
２：基材テープ
３：金属層
４：接着剤層
５：粘着テープ
　　５ａ：ラベル部
　　５ｂ：周辺部

【図１】

【図２】

【図３】



(26) JP 2017-183643 A 2017.10.5

【図４】 【図５】

【図６】 【図７】



(27) JP 2017-183643 A 2017.10.5

【図８】

【図９】



(28) JP 2017-183643 A 2017.10.5

フロントページの続き

(72)発明者  佐野　透
            東京都千代田区丸の内２丁目２番３号　古河電気工業株式会社内
Ｆターム(参考) 5F136 BA30  EA23  FA02  FA03  FA54 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

